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30 歳代 94.2％、40 歳代 88.8％、50 歳代 83.9％
と、世帯主の年齢が若いほど保有比率は高い。
さらに 60 歳以上の高齢層でも 50％に迫る保有
率となっており、スマートフォンが各世帯に普
及しているこ がわか  
 
 
出典：平成 27 年通信利用動向調査（世帯編） 
 
また、世帯人数別にみると、単身世帯では 1
台保有が多いが、2 人世帯では 2 台以上保有し
ている割合も高くなっており、1 世帯に 1 台以













































































































































































































































































































7   博 報 堂DYメ デ ィ ア パ ー ト ナ ー ズ「 メ デ ィ ア 定 点 調 査2016」 時 系 列 分 析 よ りNEWS RELEASE http://www.
hakuhodody-media.co.jp/newsrelease/report/20160620_13699.html




























































































































































































































9   大野哲明「バーチャル・コミュニティとリアル・コミュニティ」阿部真也他著『インターネットは流通と社会をどう
変えたか』中央経済社、2016年、pp91-92。
　この自発支援型のNPOの多くが環境問題を
テーマとしており、消費者の環境配慮行動を促進
してきた部分は否めない。インターネットが作り
出すコミュニティが全て問題なく民主的であると
いう短絡的な思考は持たないが、しかしながら、
消費者に環境配慮行動を促す要因として、行政の
権力や経済的要因だけでなく、信頼形成の源とし
てのバーチャル・コミュニティを除外する事は絶
対にできないのである。
４.今後の課題
　ICTの発展が従来の経済的取引における流通費
用を削減してきたことから、同じようにリサイク
ルを行うための循環型チャネル・ネットワークの
流通費用も削減し、それによって、循環型チャネ
ル・ネットワークの維持をも容易にすると推測し
た。
　しかし、実際にICTの発展が、どの程度循環型
チャネル・ネットワークの流通時間を短縮させ、
どの程度流通費用を削減してきたか、計量的研究
はまだ十分なされておらず、その方法も確立され
ていない。したがって、今後は循環型チャネル・
ネットワークの費用の把握が必要である。
　また、ICTの発展がコミュニティの信頼形成を
容易にした一面があることは間違いない。そのこ
とは、リサイクルを促進し、消費者に環境行動を
とらせることに繋がるが、しかし、ICTの発展の
プラス面だけを見ることはできない。炎上などと
いったマイナス要素がネット・コミュニティに及
ぼす悪影響を見過ごすことはできないであろう。
　今後、さらに消費者の環境配慮行動を促すため
に、行政、企業、消費者のそれぞれが何をすべき
か、循環型チャネル・ネットワークにおける信頼
形成のメカニズムを明らかにすることも重要なポ
イントである。
